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飲食企業の海外事業活動を調べた結果、少なくとも 95 企業（アジア企業に 46 企業、ア
フリカ企業に 29 企業、ラテンアメリカ・カリブ海地域に 14 企業、南東欧に 3 企業、ロ
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地域を低所得経済（1,035 ドル以下）、低位中所得経済（1,036 ドル以上 4,085 ドル以下）、






会（DAC）では GNI を基準とした「援助受取国・地域リスト」（List of ODA 
Recipients）を作成し、このリストの国は政府開発援助を受ける対象となるので、通常
これらの国を開発途上国（発展途上国）と呼んでいる。同リストに基づくと、世界 195
カ国（2015 年 1 月時点）の中、発展途上国（ODA 対象国）は 147 カ国である。一般的
には、OECD 加盟国を先進国として扱う傾向がある。 
本研究において、対象となる発展途上国は OECD 非加盟国で、一人当たりの GDP が
12,615 ドル以下の国々である。国際連合統計部が作成した世界地理区分の国一覧から、
世界銀行が公開した 2016 年の一人当たりの GDP のデータに基づく一人当たりの GDP
が 12,615 ドル以下の発展途上国は 109 カ国である3。  
2000 年以降、新興国及び発展途上国の GDP 成長率は先進国の約 2 倍の水準で推移し
てきた。世界経済において、新興・途上国のプレゼンスが飛躍的に高まっており、世界経
                                                   
1 これについては、世界銀行のホームページ（http://data.worldbank.org/about/country-and-
lending-groups）2017 年 5 月 25 日アクセスに基づく。 
2 これについては、UNDP の駐日代表事務所のホームページ
（http://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/library/human_development/human_devel
opment1.html）2017 年 5 月 25 日アクセスを参照すること。 













様相は顕著である。Fortune Global 500 は、企業の年度総収益に基づくランキングであ




＜図 1＞ Fortune Global 500 における先進国と発展途上国の企業数 
出所：Fortune Global 500（2000~2018 年版）より筆者作成 
 
 Fortune Global 500 の国別企業数を見ると＜図 1＞で示すように、先進国の企業数は
2000 年にランクインされた 482 社から 2018 年に 364 社に減少した。一方、中国企業は
                                                   
4 経済産業省（2014）の通商白書『世界経済危機後の変化』に基づくものである。
（http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2014/2014honbun/i1110000.html） 
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急増してきており、2000 年に中国企業を含め、発展途上国の企業数は 18 社から 2018 年
に 136 社まで増加した。また、Forbes Global 2000 でも、ランクインした途上国企業数






によると、2014 年に、全世界の対外直接投資総額は 1 兆 2620 億ドルである。そのうち、




＜図 2＞ 発展途上国の対外直接投資額と世界の対外直接投資総額に占める割合 
（単位：10 億ドル、%） 
出所：UNCTAD の WIR（2000~2018 年版）より筆者作成 
 





































業をターゲットとし、2017 年 11 月の一カ月間、途上国 109 カ国の大手小売・飲食店を
調査し、それぞれの企業のホームページや関連する記事、ニュースなどの 2 次データを
採取した。2017 年 11 月末現在、海外進出している途上国の小売・飲食企業は 25 カ国の








 海外進出している 95 企業の母国を＜図 3＞の世界地図で示した。アジア企業は 46 企
業（東・東南アジアに 33 企業、南アジアに 12 企業、西アジアに 1 企業）、アフリカ企業
は 29 企業（南アフリカに 22 企業、東アフリカに 5 企業、北アフリカに 2 企業）、また、
南アメリカに 11 企業、メキシコと中央アメリカに 3 企業、南東欧地域に 3 企業、ロシア
に 2 企業とウクライナに 1 企業である。 
95 企業の内、スーパーマーケット、百貨店、コンビニエンスストア、専門店などの小
売企業が 16 企業、飲食店が 79 企業（ファストフード・チェーンが 26、レストランチェ
ーンが 24、コーヒーショップ・カフェチェーンが 22、その他が 7）である。 
 
 






































                                                   























第 1 章 発展途上国企業の国際化研究 
本章では発展途上国企業の国際化に関する研究を検討する。従来の途上国企業の国際















Catching-up Product Cycle である」（小島、2004、4 頁）と特色づけた。 
 小島（2004）によると雁行形態論は 3 つのモデルからなっている。第 1 モデルは一国
の経済発展の成功に誘導する雁行型国民経済発展8であり、第 2 モデルは雁行型発展の国
                                                   
6「雁行型経済発展論」あるいは略して「雁行形態論」、英文では flying geese pattern of 
development、略して flying geese model である。赤松要は秋に雁が北方から飛んでくるとき、
列をなして、V 字形をとるようなイメージを使用し、雁行形態と名付けたのである（小島、2004、
12 頁）。 




















関する研究は 1980 年代から始まった。 
 
2． 1980～1990 年代の発展途上国企業の多国籍企業論 
（1）1980 年代の発展途上国企業の多国籍企業論 
 1970 年代の終わりから NIEs を本国とする多国籍企業の出現によって、初めて新興国





































Dunning et al.（1996）と Hoesel（1999）は当時の新興国の多国籍企業論をまとめ、
整理しながら、韓国と台湾の多国籍企業の海外直接投資活動（以下、FDI 活動）を検討
した。彼らのまとめによると、1970 年代の終わりから 1990 年代までの新興国企業の国
際化に関する研究は「第 1 波（first wave）」と「第 2 波（second wave）」という 2 つの
動向に分けられる。 
第 1 波は 1970 年代の終わりから 1980 年代前半までの研究である。ほとんどの研究対
象は NIEs 企業であった。この時期の多国籍企業研究の特徴は途上国企業が先進国の多国
籍企業と同様に、同水準の国へ進出し、それから徐々に発展の遅れた他の途上国へ進出す







＜表 1＞ 発展途上国多国籍企業の FDI 活動の特徴 
 
 発展途上国の多国籍企業  
先進国の多国籍企業 第 1 波 
（1980 年代） 

























































































出所：Dunning (1996)と Hoesel（1999, pp.234-235）より筆者合成・修正 
12 
 



















FDI 活動が議論された。第 1 波の研究において、企業は市場探求と（労働）資源探求の
ために近隣国、下位の途上国に進出する傾向が明らかになった。第 2 波の研究では、第 1
                                                   

























第 2 節 2000 年代以降の途上国企業の国際化に関する議論 
1．2000 年代の途上国企業の国際化に関する議論 
 Makino et al.（2002）は NIEs の多国籍企業を対象として実証研究を行った。
Makino et al.（2002）は 1996 年に台湾の政府統計局により調査が行われた台湾の 328
社のデータ分析を通して、NIEs を出自とする多国籍企業が国際化を図る動機について 3
つをあげた 11 。それは①市場獲得（Market Seeking）、②資源（労働力）獲得
（Resource (labor) Seeking）、③戦略的資源獲得（Strategic Asset Seeking）である。





て、この 3 つの動機の中では戦略的資源獲得が一番重要である（Makino et al., 2002, 
pp.418-419）。 
Makino et al.（2002）の研究と同様に、UNCTAD の 2006 年版の世界投資報告
（WIR）においても、発展途上国からの多国籍企業の動機と戦略について主に市場追求
（ Market Seeking ）、効率性追求（ Efficiency Seeking ）、資源追及（ Resource 
Seeking）、創造性資産追求（Created Asset Seeking）12が挙げられている。同書では、
                                                   








企業である CP グループとサイアム・セメント（Siam Cement）の事例を分析すること
によって、発展途上国の多国籍企業の重要な優位性は「技術の蓄積（Technological 
Accumulation）」、「ネットワーク能力（Networking Capabilities）」、「ネットワークの


















                                                                                                                                                          
なく、その獲得や発展のために対外直接投資を行う「創造性資産（Created aseet）」というタイ
プを提唱した。Dunning が提唱した創造性資産は Makino らの戦略的資源獲得（Strategic 
asset-seeking）と UNCTAD（2006）の WIR で議論されている創造性資産追求（Created 
asset-seeking）に影響を与えることになった。戦略的資源獲得と創造性資産追求はほぼ同じ意味
であり、本研究では区別を行っていない。  























 ⑥コスト効率の高い製造能力を活用するために他の途上国における機会をつかむ  
 ⑦高所得国で有望な分野での機会を活用する 











＜図 6＞ スプリングボード視点からみる途上国の多国籍企業の海外展開 
























































プについて、 4 つに分けられる。それは①ナレッジレバレッザー（Knowledge 
Leverager）16、②ニッチカスタマイザー（Niche Customizer）17、③コストリーダー
（Cost Leader）18、④グローバルブランドビルダー（Global Brand Builder）19である。
彼らによると、途上国の多国籍企業はグローバルビジネスを構築する必要があり、グロー














（Chattopadhyay et al., 2012）。 




























3．2000 年代以降の途上国企業の国際化に関する議論のまとめ  




























第 3 節 発展途上国におけるイノベーションの議論：リバース・イノベーショ
ンを中心に 
1．イノベーションの語義と類型 











































いうのが BOP ビジネスの最大の特徴である（菅原・大野・槌屋、2011）。 






                                                   
22 BOP は英語で Base of the Economic Pyramid の略であり、所得階層を構成する経済ピラミッ
ドにおいて、所得階層が低く、経済ピラミッドの基盤の層を指す言葉である。発展途上地域におい













⑫これまでの常識を捨てることという 12 原則にあると思われる。BOP ビジネスが成功
















ある（Radjou et al., 2012、邦訳 19-20 頁）。アップル、ベストバイ、フェイスブック、
GE、グーグル、ペプシコ、ルノー・日産、ウォルマートが取り入れたジュガードの原則
                                                   
23 ジュガードとはヒンディー語で「革新的な問題解決の方法あるいは独創性と機転から生まれる












な環境で最も素晴らしい結果につながる（Radjou et al., 2012、邦訳 236-237 頁）。ま














 また、Gupta（2011）によると、フルーガル・イノベーションは BOP 市場の特定のニ
ーズに合わせることで、BOP 層の顧客が抱えている問題に対する適切で新たな解決方法
を生み出す。企業にとって、フルーガル・イノベーションは新たな経営理念である。  
 Radjou and Prabhu（2015）24はフルーガル・イノベーションが最小資源とコストで、
最大の価値を機敏に生むイノベーションであり、破壊的な成長戦略だと述べている。フル
                                                   







持する、⑤技術の追求はそれ自身が目的であるという主な 5 つの利点を持っている。 


















農村イノベーション（Rural Innovation）など用語は異なるがコンセプトは同じである。  
 Rajnish and Cornelius（2014）によると、フルーガル・イノベーションのコンセプ
トとフレームワークについて、まず、フルーガル・イノベーションは破壊的イノベーショ
ン25の要素を持っている。その要素は従来品よりも安い価格で使いやすいため、新たな顧










































を狙って海外進出を果たすというよりは、むしろ MOP 市場の下層部ないし BOP 市場を
狙って海外進出を果たした後に、MOP ないし TOP 市場に参入するのである。つまり、
BOP ないし MOP から TOP へ、いわば「下部から上部へ」という展開を見せたのであ
るさらに、対外直接投資による母国への「逆技術スピルオーバー」（Reverse Technology 
Spillover）の理論は、Vernon のプロダクト・ライフ・サイクル・モデルから見れば「逆
向き」の FDI になると述べた。 
 
（2）リバース・イノベーションの特徴 

















                                                   
26 訳書のタイトルである。原書のタイトルは Create far from home, win everywhere で訳すと
「場所を選ばずに勝つために本国から離れて創造する」という意味である。 




Trimble、2012、邦訳 36 頁）。 







ノベーションである（Govindarajan and Trimble、2012、邦訳 66 頁）。先進国の企業




訳 73-80 頁）。 
 Govindarajan（2009）が提唱したリバース・イノベーションに符合する事例は極めて
少ない。関連研究の中でも、典型的な事例は中国やインドに進出している先進国企業であ
る GE が開発した携帯型心電計、MAC シリーズや小型超音波診断装置（Immelt et al., 




そして、安室（2015）は従来のリバース・イノベーション研究をまとめ、次の 4 つの 
発展段階を想定した。第 1 段階は先進国の多国籍企業による新興国への新製品導入・技














な現地生産）である。第 4 段階は下位の新興国への企業進出である。第 3 段階と第 4 段

























                                                   


































































第 2 章 非製造業に関する国際化研究 













第 1 節 海外進出の意思決定に関する研究 
1．海外進出動機に関する研究 
 小売国際化研究において、企業が海外進出する理由として主にプッシュ要因とプル要因
があるからとしている（Williams, 1992; Alexander, 1990; 1997; Alexander and 











                                                   



































 ⑫海外の既存顧客の追随  
 ⑬新たな市場で先駆者として最も収益性の高いセグメントへのアクセス機会の存在  
 さらに、Alexander and Lockwood（1996）は、小売企業の国際化活動を受動的
（reactive）対応と能動的（proactive）対応の観点から説明し、進出動機をプル要因と
プッシュ要因の 2 つに分けた。それによると、1980 年代後半に現れた小売国際化動機の
研究は、企業が国際化活動に対して受動的であると強調する傾向があった。間違いなく国
内市場の飽和と規制の制約は、大規模な小売企業の国際化を促進する要因であるとしてい











 ヨーロッパの小売企業の海外進出動機について、Tatoglu et al.（2003）は「国内要因







Tatoglu et al.（2003）は指摘している。 






















ている。   
 
2．参入規定因と進出先の決定に関する研究 











 Burt（1993）は 1960 年から 1990 年までの 30 年間に海外投資を行っているイギリス
小売企業を対象にした 726 事例を通して、参入規定因として①文化的・地理的近接性、
②国際化経験、③小売の事業特性、④地理的区域等を挙げている。 































































るタイプの契約関係などである（Blomstermo et al., 2006）。  


























                                                   










































出所：Lommelen and Matthyssens（2005）より転載 
  
 

















発活動の移転を行う傾向ある。   
 小売業の国際化プロセスについて Alexander and Myers（2000）は、小売国際化が社
会的、経済的、文化的状況に親近感があり、しばしば地理的、心理的に近い国への進出か
ら始まると述べ、これを 1 次市場と呼んでいる。次の市場としては社会的、経済的、文
化的状況の異なる国々への進出であり、これが 2 次市場である。2 次市場は 1 次市場より
リスクは高いが、本国市場や 1 次市場で有効性が確認された経営革新を受け入れやすい




の過程で組織学習が行われる可能性をモデルに組み込んでいるとしている。   















































                                                   
32 矢作（2007）においても「前提」、「プロセス」、「結果」の 3 つの過程からなる国際化プロセス
















＜表 3＞ 海外出店行動の諸側面とそれに影響する市場特性要素 
























 Edvardsson et al.（1993）は国際化プロセスを「クロールが歩行を進める」学習プロ
セスと比較し、4 つの段階に分け、それぞれの段階における意思決定や戦略の相違を検討





される。次に、第 2 段階は導入段階（Introduction stage）である。探索段階と同様に、
この段階は調査期間として特徴付けることができる。調査期間に、企業はローカルで実験
活動が行う。また、この段階ではマーケティング活動が不可欠なものである。それから、










立てる場合もあると Edvardsson et al.（1993）は指摘している。 
 
 





Levitt（1983）、 Douglas and Craig（1989）、角松（1992）、大石（1993）などで、単
純にいうと、もっぱら製造業の多国籍企業の海外進出との関わりで議論されてきた。一方、
製造業に比して多くの参入障壁に直面する小売業の海外進出について、同じ問題意識で議



























































（3）適応度の 4 パターン 




























































Burt et al.（2015）、Tacconelli and Wrigley（2009）、Wood et al.（2014）、Wood 
and Reynolds（2014）、鳥羽（2017）、Frasqueta et al.（2018）などが挙げられる。 
Burt et al.（2015）は小売業の国際化プロセスにおいて、企業のビジネスモデルの構
成要素を考慮することを通じて、Hess（2004）が提唱した 3 つの埋め込みをより詳しく





要素の相互作用である。Burt et al.（2015）はイケアのビジネスモデルから、3 つの埋
め込みの要素を明らかにした。また、Frasqueta et al.（2018）はアパレル小売業を対
象として、Hess（2004）と Burt et al.（2015）の研究結果を踏まえながら、3 つの埋
め込みにおける小売企業固有の能力および一般的な能力の役割を検討した34。彼らは埋め
                                                   
34 小売企業固有能力はブランド構築能力、チャネル管理能力であり、一般的な能力は適応能力と












とファーミング・プレイスの概念を取上げ、埋め込みを解釈したもう 1 つの研究は Wood 







                                                   
35 Wrigley et al.（2005）によると、現地市場で事業を拡大する際、製造企業と比べ、小売企業は






























































































う 3 つの次元から解釈した。 
 
 
＜図 7＞ 多国籍小売企業の領土埋め込み 
出所：Tacconelli and Wrigley（2009）より転載 
 






階において、最も重要な戦略だと Tacconelli and Wrigley（2009）は指摘した。 



































































































































































































































る現地市場に合わせて、周辺品揃えを実施することも領土埋め込みの 1 つの作業である。 
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第 3 章 概念枠組と研究方法 






ついて記述する。    
 









さらに③多店舗展開の際の 2 号店以降の店舗開発、各店舗運営、を順次に行っている。 
 矢作（2007）と川端（2009）の提起した国際化プロセスを合わせると、企業が海外進




















































 そして、海外市場の重要な要因は未開発・ニッチ市場の存在（Dawson, 1994; 



























できるかどうかということは重要である（Nicole and Kristina, 1999; Lommelen and 



















グ、合弁・提携など（Dawson, 1994; 鳥羽、2009; Blomstermo et al., 2006）である。
進出形態の選択に影響を及ぼす要因としてよく取り上げられているのは進出に伴うリスク
である（Blomstermo et al., 2006; Agarwal and Ramaswami, 1992; Erramilli and 
Rao, 1993; Esther et al., 2007）。企業は外国でのビジネスに最初から多額の投資をする
のはリスクが大きいため、時間をかけて学習・経験を蓄積し、輸出、海外販売子会社設立、





















している（cf. Hess, 2004; Wrigley et al., 2005; Burt et al., 2015; Tacconelli and 
Wrigley, 2009; Wood et al., 2014; Wood and Reynolds, 2014; Frasqueta et al., 
2018）。小売国際化での埋め込み戦略には社会埋め込み、ネットワーク埋め込み、領土埋




















































































    
＜表 4＞ 理論事例のタイプ 








代表事例 そのカテゴリーの代表事例 総合量販店（GMS）としてのイオン 
逸脱事例 基本パターンへの例外事例 SPA の例外としてのしまむら 
























































 ⑤参入モードが M&A であれ、直営であれ、フランチャイジングであれ、現地市場にお
いて、自ら事業の展開を直結し、管理する企業 




きないほどトップの地位に立っている。2017 年 2 月末時点で、ジョリビーは国内で 989
店舗があり、海外で 171 店舗（アメリカ 35 店舗、カナダ 1 店舗、ベトナム 86 店舗、ブ
ルネイ 14 店舗、香港 3 店舗、シンガポール 4 店舗、中東 28 店舗）を持っている。そし
て、ジョリビーはこれからも日本やヨーロッパなど海外市場に積極的進出する予定である。 
 セントラルグループはタイ最大の小売企業である。2018 年 10 月末時点で、百貨店や
ショッピングモールなど国内外で 92 店（国内で 74 店、海外で 18 店）を展開している。
アジア周辺国やヨーロッパへも積極的に進出しており、新たな M&A などにも注目が集ま
っており、海外事業が 2016 年の売上高の 4 割を占める。 
 カフェアメイゾンはタイの国有石油ガス PTT グループに属するコーヒーショップチェ















第 4 章 ジョリビー（Jollibee）：フィリピン人コミュニティ向け
の取り組み 
 本章は筆者が 2017 年 2 月 27 日に、ジョリビーのフランチャイジーを経験したアテネ
オデマニラ大学のアン・ロドルフ（Rodolfo P. Ang）教授との面談内容とジョリビーの国
内外事業に関する記事、ニュース、同社の年次報告書などに基づいて作成した。また、
2017 年 2 月 24～28 日の 5 日間、セブとマニラでのジョリビーの店舗見学を実施した。 
 
第 1 節 JFC とジョリビーの概要 
1．国内外での事業の現状 
 ジョリビーはフィリピンの最大の外食チェーンである。同社ははジョリビー・フード・
コーポレーション（Jollibee Foods Corporation、以下 JFC）に属する企業である。





ーガーキング（Burger King）の 6 つのストア・ブランドを運営している。  
 2017 年 2 月末時点で、ジョリビーは国内で 989 店舗があり、海外で 171 店舗（アメ
リカ 35 店舗、カナダ 1 店舗、ベトナム 86 店舗、ブルネイ 14 店舗、香港 3 店舗、シン
ガポール 4 店舗、中東 28 店舗）を持っている。フィリピン国内での JFC の 6 つのスト
ア・ブランドのフランチャイズ・チェーンが力強く成長したために、2016 年の年次報告
書によると、2015 年に比べ、それぞれのチェーンの売上高が、2 桁ほど増加している。
2017 年 12 月期は過去最多の 465 店を開設し、売上高と純利益は前年比 15%増加した。
JFC は国内で積極的に新規店舗を展開しながら、海外でも活発に活動している。  
 店舗閉鎖や一部の子会社の売却はあったものの、2017 年 2 月末時点で、国内外を含め、
JFC の総店舗網は 3,290 店舗に達した。ちなみにこの数値は、ハイランドコーヒー
（Highlands Coffee）、フォー24（Pho 24）、12 ホットポット（12 Hotpot）、スマッシ





 以下、JFC の事業活動を歴史的に振り返る。 
① 創業期：1975～1978 年  
 1975 年に、アイスクリーム店として創業し、その後間もなくハンバーガー、チキンな
どを次々とメニューに加え、1978 年に、ファストフード・レストランとして姿を変えた。 
② 国内基盤構築期：1979～1985 年  
 この時期にフィリピンのファストフード産業のマーケットリーダーとなり、広告やマス
コットなどによって、企業ブランドの周知とアイデンティティーの構築に励んだ。  
 1979 年に、最初のフランチャイズ店舗をオープンした。1980 年に、ブランドの周知
とアイデンティティーの構築に取り組むため、ジョリビーという名のマスコットが考案さ
れた。1981 年に、ジョリビーは 10 店舗を有し、フィリピンのトップ 1000 企業のリスト、
さらに、1985 年にジョリビーはトップ 500 企業のリスト入りし、ファストフード産業の
マーケットリーダーとなった。 
③ 国内事業の成長と海外進出の開始：1986～1992 年  
 ジョリビーは国内事業の成長を図りながら、1986 年に最初の海外店舗を台湾に開店し
た。同年に、トニー創業者はフィリピンのマーケティング協会から優れた起業家に贈られ
るアゴラ賞を受賞した。1987 年に、ジョリビーは 31 店舗を有し、フィリピンのトップ
100 企業のリスト入りを果たした。また、同年にブルネイに 1 号店を開店した。1989 年
に、ブルネイの 2 号店をオープンし、ジョリビーの売上高は、13 億ペソを上回り、ファ
ストフード・チェーンとしてフィリピンで初めて売上高 10 億ペソを突破した企業となっ
た。1991 年に、35 店舗の新店をオープンし、1992 年に、ジョリビーはフィリピンのフ
ァストフード産業において、112 の店舗ネットワークと 50%を超えるシェアを確保した。 
④ 事業の国内外での拡大と多角化への取り組み：1993～2012 年 
 1993 年 7 月 13 日、JFC はフィリピン証券取引所に上場した。1 株 9.00 ペソだった株
価は、同年の 10 月に、20.00 ペソで取引された。JFC は、ジョリビーの事業を国内外で
拡大しながら、一方で M&A を通して多角化の途を歩み始めた。以下、その点について若
干触れよう。 
                                                   
44 以下の記述はジョリビーのホームページ（https://www.jollibee.com.ph/about-us/milestones-
history/）2017 年 3 月 20 日アクセス、『日経 MJ』2011 年 12 月 9 日付、『日経速報ニュースアー
カイブ』2016 年 12 月 13 日付、『日経 MJ』2017 年 1 月 9 日付に基づく。 
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出店した。1996 年に、香港で第 1 号店をオープンした。また、マアガ・アン・パスコ・
サ・ジョリビー（Maaga ang Pasko sa Jollibee ）、チキティング・パトロール




し、同年、創立 20 周年を迎えたジョリビーは、フィリピン国内に 62 店舗を新展開し、
店舗網を 300 店舗に拡大した。 









マングイナサル（Mang Inasal、当時 345 店）が保有する 70％の株式を取得した。また
同年、ジョリビーはフィリピンの、バギオ市に 700 号目となる店舗をオープンし、カタ
ールに 1 号店をオープンした。2011 年、アメリカのバーガーキングの店舗をフィリピン
で展開するために、フィリピンでバーガーキング 23 店を運営する BK ティタンズ（BK 
Titans）の株式 54%を取得することに合意した。ベトナム外食大手ベトタイ・インター






2012 年、中国の中華ファストフード「三品王」（当時、34 店）の株式 55％を取得した。 
 海外でもジョリビーは店舗展開を積極的に行った。現にグアム、ドバイ、アラブ首長国
連邦（UAE）、クウェート、ジェッダ、サウジアラビア、香港、アメリカに出店した。 
⑤ 国内外事業の拡大の継続：2013 年～現在  
 2013 年、シンガポールでジョリビーの店舗をオープンし、記録的な初日売上高を達成
した。2014 年、ザ・ディリー・ミール（The Daily Meal）は、アメリカでの国際ファス


































ステムを確立した。The New York Times は、「フィリピンのファストフード市場におい
て、ジョリビーは、マクドナルドと同じように競争力のあるコスト・リーダーシップの地
位を築くことができた」（2005 年 5 月 31 日付）と報道した。＜図 9＞は、2017 年 2 月
24 日と 28 日に筆者がセブ（左）とマニラ（右）で撮影したジョリビーの写真である。  
 
  






                                                   
46 以下は、筆者が 2017 年 2 月 27 日に行ったマニラ市所在のアテネオデマニラ大学のアン教授と
のインタビュー内容、『日経産業新聞』2016 年 1 月 22 日、2015 年 4 月 21 付、『日本経済新聞』




























（Maaga ang Pasko sa Jollibee）、チキティング・パトロール（Chikiting Patrol）、ア
ット・ホーム・アコ・ディト（at Home Ako Dito）のなど様々なプロジェクトを立ち上
                                                   
47 Ebenkamp（2007）、Brandweek, 2007 年 12 月 11 日付、Asian Business Review, 1997 年


























トラン（Santolan, Pasig City）、セブ島のマンダウエー市（Mandaue City, Cebu）、ラ




                                                   














JFC は 2016 年 5 月にカーギル・フィリピン（Cargill Philippines）と契約を締結し、




ートナーシップは、高まりゆく顧客ニーズを効率的に処理するのに役立つ。   
 一方、日本の鶏卵最大手のイセ食品と大規模な養鶏場を建設している。2016 年 10 月
に、ジョリビー創業者のトニーは東京都内でイセ食品と鶏卵事業を巡る提携に合意した。




 1981 年からマクドナルドがフィリピンに進出した。1983 年に、わずか 2 年間で 6 店
舗を開店、広告宣伝に多額の資金を投入し、当時マクドナルドの 1 店舗当たりの売上高
はジョリビーを上回った。その時のフィリピンのファストフード市場では、マクドナルド
が 27%、ジョリビーが 32%シェアを占めた。2017 年 9 月末現在、フィリピンでマクド
ナルドは 570 店舗を有している。また、KFC は 1966 年からフィリピン市場に参入し、
2018 年 9 月末現在 298 店を有している。それに対して、ジョリビーは 2018 年 5 月末に











































事業が 39.4％の売上増を呈し（シンガポール 55.9％増、ベトナム 47.4％増）、中東事業
は 22.1％、アメリカは 15.6％増加した。JFC は 2018 年 8 月 31 日現在、海外でジョリ







 ジョリビーは 1987 年からブルネイに進出し、2018 年 4 月末時点で 16 店舗を所有す
る。ブルネイには約 21,000 人のフィリピン人労働者がおり、その内訳は看護師、医師、
エンジニアが約 10 分の 1、家庭ヘルパー、家庭の運転手、庭師が約 4 分の 1、残りは主
にウェイター、ウェイトレス、起業家である。 







                                                   
49 Philippine Daily Inquirer, 2013 年 12 月 14 日付、Annx Asia News Network, 2017 年 9 月






 2011 年、フィリピンのベニグノ・アキノ 3 世（Benigno Aquino III）大統領（2010






 ジョリビーは 1995 年から中東に進出した。2018 年 5 月末現在、同社はアラブ首長国
連邦（UAE）、サウジアラビア、カタール、クウェート、バーレーン、オマーンを含む中
東に 39 の店舗を所有している。 
 2015 年に、UAE のドバイ・モールで 1 号店を出店した。2020 年までに 25 店舗を展
開する予定である。ジョリビーUAE の CEO ヒシャム・アル・ジョージ（Hisham Al 
Gurg）氏によると、新しい店舗の立ち上げは、顧客からの強い需要によって推進され、
その結果、より大きいフィリピン人コミュニティだけでなく、他の国々の住民にもブラン
ドを身近に感じさせることができる（Images RetailME, 2018 年 7 月 3 日付）。  
 ジョリビーは、UAE の企業との合弁で、より中東でのプレゼンスを高めている。2014




店舗を運営・管理する（Rappler, 2014 年 2 月 26 日付、Inside Retail Asia, 2014 年 2
月 26 日付）。 
 
（3）香港、マカオへの進出 






 ジョリビーは 1996 年に香港に 1 号店を出店した。5 店舗まで展開していたが、その後、
徐々に閉鎖され、1 店舗のみとなった。しかし、2016 年に香港の 2 号店をオープンして
以来、同社の店舗数は倍増し、わずか 18 ヶ月で香港での店舗数を 8 店舗に拡大した。香
港での店舗数を増加する理由としては、同社のフライドチキン製品が香港の人々の間で
徐々に人気が高まっていることが挙げられる（EJ Insight, 2017 年 4 月 24 日付、







ている。例えば、平日に、モンコック（Mong Kok）にある店舗の顧客の 4 分の 3 は、





にヘルパーの数が 60 万人に増えると予想される（Retail News Asia, 2018 年 10 月 10
日付）。 
 香港のジョリビーの主要な人気メニューの中に、フライドチキンがある。2017 年 7 月
には、市内の英語の日刊紙 South China Morning Post の 2 人の編集者がジョリビーの
チキンジョイ（Chickenjoy）を「最高のファスト・フード・フライド・チキン」と評価
した。台湾のホット・ラージ・フライド・チキン（Hot Large Fried Chicken）、ラウン
ドハウス・チキン・ビール（The Roundhouse Chicken Beer）、マクドナルド、KFC の
チキンよりも高く評価された（Tech and Lifestyle Journal, 2018 年 2 月 17 日付）。 





















837,130 人のフィリピン人が住んでおり、カナダにおけるアジア人グループとして 3 番
目に大きい。フィリピン人人口は 2011 年から 2016 年にかけて 26％増加した。ジョリビ




に長い行列ができた。例えば、2016 年 12 月にウィニペグでカナダの 1 号店オープン初
日には、顧客がマイナス 30 度の天気であるにもかかわらず、列をなしていた。また、




                                                   
52 Levison（2014）を参照。 








ン人である。JFC は 2015 年 10 月にスマッシュバーガーを運営する会社の株の 40%を取
得し、2018 年 4 月に、さらに 45%を買い増して出資比率を 85%に引き上げ、子会社に
した。JFC はアメリカの消費者を取り込もうと、競合が激しい主戦場への参入を試みて
いる。 
 スマッシュバーガーは 2007 年に設立され、新鮮な素材から作られたハンバーガーが人
気である。ジョリビーの出資を受け入れた後、2016 年から 2017 年の間、収益性の低い
45 店を閉鎖した。店舗閉鎖は将来に向けての前向きな取り組みだったといわれる。2018
年 3 月末現在、スマッシュバーガーはアメリカで 349 店を所有し、2018 年内にさらに 8















                                                   
54 『日本経済新聞』2018 年 8 月 24 日付、Nikkei Asian Review, 2018 年 8 月 22 日付を参照。 
55 『日本経済新聞』2018 年 9 月 11 日付、Nikkei Asian Review, 2018 年 8 月 22 日付を参照。 
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 JFC は 2018 年 9 月に、アメリカで人気のメキシコ料理店を展開する「トルタス・フ
ロンテラ（Tortas Frontera）」の運営会社の株の 47%を取得した。トルタス・フロンテ




 北米市場では JFC は多様なブランド・ポートフォリオを獲得している。フィリピンと
同様に、M&A を通じてアメリカと中国にそれぞれ 6 つのブランドを持つことを目指して




 JFC が子会社であるゴールデン・プレート（Golden Plate Pte. Ltd.、GPPL）を通じ
て、ブラックバード・ホールディングス56（Blackbird Holdings Pte.）と合弁企業を設
立した。合弁企業は JFC が 75%、ブラックバードが 25％の株式を保有する。この企業
によって、2018 年 3 月 18 日に、イタリアのミラノで 1 号店がオープンされた
（Philippine Daily Inquirer, 2017 年 4 月 4 日付）。  
 フィリピンの海外労働者委員会のデータによれば、イタリアでは 2013 年に 272,000




会をもたらすことが期待されている（Quartz, 2018 年 2 月 17 日付）。 
（2）イギリスへの進出57 
 2018 年 10 月 20 日にジョリビーはイギリスのロンドン中心部に 1 号店を開店した。イ
ギリスにおいても、同社はベトナム、ブルネイ、シンガポール、香港などの他の市場で実
                                                   
56 ブラックバードは 2014 年に設立されたシンガポールの企業であり、現在はシンガポールとフィ
リピンで食料、飲料、人材、農業、バイオテクノロジー分野でさまざまな投資を行っている。  
57 Manila Standard, 2018 年 9 月 12 日付、BusinessMirror, 2018 年 9 月 29 日付、QSR 































                                                   
58 『日経 MJ』2010 年 8 月 20 日、2009 年 7 月 24 日付、『日本経済新聞』2012 年 12 月 3 日付、




















2017 年 2 月末時点で 314 店舗があり、同社の中国事業の中核となっている。 
 
6．ベトナムへの進出59 
 ジョリビーは 1996 年からベトナムに進出している。ベトナムにはさほど多くのフィリ
ピン人が滞在していないため、基本的にフィリピンのコミュニティをターゲットに定める
ことはせず、未開拓市場（Virgin market）としてのアプローチを試みている。実際にジ
ョリビーは、現地では美味しい西洋風レストランの 1 つとして位置付けられている。 
 ベトナムのファストフード市場では、韓国のロッテリア（Lotteria）、アメリカの KFC
とフィリピンのジョリビーの大手 3 社が競っている。ロッテリアは 1998 年から、ベトナ
                                                   
59 以下の記述は、ベトナムのロッテリアのホームページ（http://www.lotteria.vn/）2017 年 8 月
14 日アクセス、ベトナムの KFC のホームページ（http://www.kfcvietnam.com.vn/）2017 年 8
月 14 日アクセス、ベトナムのジョリビーのホームページ（http://jollibee.com.vn/）2017 年 8 月




ム市場に参入し、2012 年 12 月末に 140 店舗を展開し、その後 3 年間で 67 店を増やし、
2015 年 12 月末には 207 店舗を展開していた。しかし、最近は閉店する店が増加し、
2017 年 7 月末の店舗数は 195 店舗に減った。1997 年からホーチミン市で店舗を展開し
た KFC は、最初の 7 年間は赤字が続き、17 店舗に止まっていた。その後一転して、出
店を強化し、2016 年 6 月末には 140 店を抱えるまでになった。しかし、再び閉店する店
が増加し、2017 年 7 月末には 131 店舗に減った。 
 ベトナムでは 2012～2015 年の間、ファストフード・ブームが沸き上がり、上位 3 社





 ジョリビーによるベトナム市場における店舗展開スピードはロッテリアと KFC と比べ
ると、遅いといわれる。ただし安定的成長が続いているといえる。そして、競合 2 社が
ハノイとホーチミン市を中心に店舗展開しているのと異なり、ジョリビーの店舗はハノイ







 ジョリビーは 1985 年に、シンガポールでフィリピン人をターゲットにし、フランチャ
イズの 1 号店を展開したが、翌年に閉店した。この経験を活かし、2013 年に、シンガポ
ールに再進出する際、戦略を変更した。それは地元の消費者をターゲットにすることであ
る。シンガポールのジョリビーは「ホーム・オブ・ザ・フェイマス・チキン・ジョイ
（Home of the famous chicken joy）」というコンセプトを掲げ、チキンを主要製品とす
ることで、先発者の KFC と同じポジショニング戦略をもって挑んでいる。地元の消費者
をターゲットにすることはジョリビーの立地にも反映している。2013 年 3 月に 1 号店を
                                                   








きたことである。ジョリビーは 2017 年 2 月末現在、シンガポールで 4 店舗を展開してい




 JFC はグアムとサイパン（Saipan）で 1999 年に、YCO 株式会社とフランチャイズ契
約を結び、2000 年代にサイパンで 2 店、グアムで 1 店を展開したことがある。しかし、
マリアナ諸島の景気低迷と現地での競争の問題が原因で、10 年以上前に閉店した。グア
ムにはフィリピンの巨大なコミュニティがあり、当時、ジョリビーの店舗はフィリンピン
人同士が集める場所であった（Saipan Tribune, 2009 年 1 月 26 日付）。  
ジョリビーは 2018 年末に再びグアムで店舗を展開する計画であった。JFC の副社長
兼国際フランチャイズ担当責任者であるマクシー・ディー・ペラールター・ジュニア




理を提供すると述べた（The Guam Daily Post, 2018 年 1 月 12 日付。  
 
（3）進出予定市場 








2018 年に東京に 1 号店を出すのが目標である。まずは日本に住むフィリピン人をターゲ
ットにする。認知度を高め、日本人にも来てもらいたい」（『日本経済新聞』2016 年 11
月 3 日）と語っている。2019 年に、インドネシアに進出する予定もある。 
 
 







経済新聞』2015 年 10 月 10 日付）。ジョリビーのマーケティングの特徴が、競合他社よ
りもフィリピンの家族向けであることはすでに指摘した通りである。 
 トニーがジョリビーを起業した時の夢は世界一の外食企業になることである（Nikkei 
Asian Review, 2018 年 8 月 22 日付）。その夢を実現するために、彼は「時価総額ではア
ジア最大の外食チェーンになっており、これからアメリカや中国などの海外事業を拡大し、
現在は 2 割の海外売上高を 5 割まで増やしたい」と述べている。また、アジア・ナンバ
ーワンの外食チェーンになろうとジョリビーの野望は膨らんでいる（『日本経済新聞』
2015 年 10 月 14 日付、『日経速報ニュースアーカイブ』2015 年 10 月 10 日付）61。トニ




（Nikkei Asian Review, 2018 年 8 月 22 日付）。 
 
（2）顧客の追随（未開発・ニッチ市場の存在） 
                                                   
61 『日本経済新聞』2015 年 10 月 14 日付、『日経速報ニュースアーカイブ』2015 年 10 月 10 日





























 ジョリビーはフィリピンでこの数年間、毎年約 300 店を新展開しているが、国内市場
が飽和状態になりつつあり、国内での事業はいつか限界に達すると同社は認めている。成
長を継続し維持するためには、海外で新市場を探さなければならない。同社の国際化の動








































 ジョリビーは 1985 年に、シンガポールでフランチャイズ店の 1 号店を出店した。しか












年 1 月 30 日付）。見方を変えれば、ジョリビーはフィリピン人の愛国心に訴えている。
フィリンピン人のコミュニティ向けの海外進出であれば、フィリピン国内のコンテクスト
と同じなので、ジョリビーは国内でのビジネスモデルをそのまま持ち込めば良いというこ










































第 5 章 セントラルグループ（Central Group）：戦略的資源獲得
のための海外展開 








第 1 節 セントラルグループの概要 
1．セントラルグループによる大躍進の歩み 
 セントラルグループ（Central Group、以下 CG）はタイ最大の小売企業である。創業
者であるティアン・チラティバット氏（Tiang Chirathivat、以下ティアン、敬称省略）










出を急ぐ。2013 年から 3 代目のトス・キラティバト氏（Tos Chirathivat、以下トス、
敬称省略）が会長兼 CEO を務める。CG は 2018 年 10 月末時点、百貨店やショッピング
モールなど 74 店を国内で展開しており、海外事業活動も活発化している（Nikkei Asian 
Review, 2017 年 7 月 13 日付）。 





＜表 5＞ セントラルグループの歴史 
年 出来事 
1927 年 ティアンがバンコクのトンブリ地区にある寺院の隣に最初の店をオープン  
1947 年 セントラル・トレーディング雑貨商社を設立 
1956 年 バンコクのワンブラファ繁華街に初の百貨店をオープン 
1973 年 バンコクのダウンタウンに「セントラル・チットロム（Central Chidlom）」百貨店
をオープン 
1978 年 タイ初のミスタードーナツショップをオープンし、レストラン事業に参入  
1983 年 ホテル事業を開始 
1993 年 マークス＆スペンサーのタイでのフランチャイズ事業を買収 
1994 年 ハイパーマーケットチェーンビッグ C（Big C）を開始 
1995 年 ・ロビンソン（Robinson）百貨店 2 号店を取得 
・ワトソンズドラッグストアとの合弁事業を開始 





2002 年 バンコク中心部で世界貿易センターを取得、セントラル・ワールド（Central 
World）に名称変更 
2010 年 中国の杭州にセントラル百貨店をオープン 
2011 年 イタリアのラリナシェンテ（La Rinascente）百貨店チェーンを買収し、ヨーロッパ
へ進出 
2013 年 デンマークのイルム（ILLUM）百貨店を買収 




ルスターハウス（Alsterhaus）の 3 百貨店の買収契約を締結 





2016 年 インドネシのアジャカルタでセントラル百貨店をオープン 
2017 年 ・イタリアのローマでラリナシェンテ百貨店をオープン  
・国内で、セントラルプラザ、トップスプラザ（Tops Plaza）ショッピングセンタ
ーを 4 店舗オープン 
・中国の JD.com と合弁し、JD.co.th と新しい電子商取引プラットフォームを作る 
出所：セントラルグループのホームページ（http://www.centralgroup.com/milestones/）











 ＜図 10＞ セントラルグループの国内外での百貨店やショッピングモール事業 
出所：筆者作成 
 
＜図 10＞は CG の事業内容を示している。CG の百貨店とショッピングセンターの事
業を担う子会社はセントラル百貨店グループ（Central Department Store Group、以






 CDG の売上高は CG の総売上高の約 40％を占める（2016 年 12 月末時点）。CDG は







 CPN は 1980 年、CG と地元企業が合併し設立された。自前の開発と買収で施設を増
やし、グループの百貨店をモールの核テナントに入れるなどして事業を拡大した。1995
年にタイ証券取引所（SET）に上場した。今も CG と創業家のチラティワット一族が株




った（『日本経済新聞』2016 年 6 月 7 日付）。 
 CPN は現在、セントラル・ワールド（Central World）、セントラルプラザ（Central 
Plaza）、セントラルフェスティバル（Central Festival）という 3 つのフォーマットで
28（2018 年 10 月末）のショッピングモールを管理している。その他、CPN の事業には、
オフィスビル、住宅用建物、ホテル、ウォーターパーク、などがある。さらに、CPN は
2 つのホテルを所有している。センタラホテルウドンタニには 259 室の客室があり、ヒ
ルトンパタヤホテルには 302 室の客室がある。現在 CPN は、セントラルプラザ・ラード
プラオ（Central Plaza Lardprao）、セントラルプラザ・ピンクラオ（Central Plaza 
Pinklao）、セントラルプラザ・バンナ（Central Plaza Bangna）、セントラル・ワール
ド、セントラルプラザ・チャーンワッタナ（Central Plaza Chaengwattana）、セント
ラルプラザ・グランドラマ 9（Central Plaza Grand Rama 9）の敷地内に 7 つのオフィ
スタワープロジェクトを運営している。 









そ 100 の輸入ブランドを管理している。 
 
 




第 2 節 セントラルグループの国内のビジネスモデル 
1．店舗ネットワークと立地 








んでいる。同社は 1974 年に開業した老舗百貨店「セントラル・チットロム（Central 
Chidlom）」の隣に、旧イギリス大使館跡地に「セントラル・エンバシー」を 2014 年 5
月にオープンした。37 階建ての高層ビルのうち、200 超のテナントが入る。セントラ
ル・チットロムとセントラル・エンバシーは BTS のチットロム駅（Chit Lom）とプル




 ザ・モール・グループ（The Mall Group）もセントラル・エンバシーから東に約 2 キ
ロメートル、プロンポン（Phrom Phong）駅の北側に「エムカルティエ（EmQuartier）」
を 2014 年 10 月に開業した。南側にある駅直結の高級百貨店「エンポリアム
（Emporium）」と、駅を挟んで鏡のように対峙する。プロンポン（Phrom Phong）駅
とプルンチット（Phloen Chit）駅の間にあるアソーク（Asok）駅に 2011 年にできた
「ターミナル 21（Terminal 21）も人気施設である。 
 BTS のもう 1 つの路線であるシーロム（Silom）線のサラデーン（Sala Daeng）駅の
前にセントラル・シーロム・コンプレックス（Central Silom Complex）、サパータクシ
ン（Saphan Taksin）駅の近くにロビンソン百貨店がある。地下鉄のプララーム 9
（Phra Ram 9）駅の前に、セントラルプラザ・グランドラマ 9 がある。セントラルグル











いうショッピンモールを 2015 年 8 月末に開業した。百貨店と約 500 のテナントがあり、
駐車場を含め、開業時の総床面積は 50 万平方メートルである。立地となるノンタブリ県
のバンヤイ（Bang Yai）地区は、バンコク中心部からの地下鉄（MRT）パープルライン
（Purple Line）が 2016 年 8 月に開通したことで、周辺の再開発が活発化するようにな
っている（『日本経済新聞』、2015 年 7 月日付）。 
③国境周辺へ 
タイの国土は南にマレーシア、東にカンボジア、北にラオス、西にミャンマーと隣接
している。タイからこの 4 か国へ陸路で入国できるため、CG はこのような地域に 6 つの
ショッピングセンターを開設した。 
ブリラム（Buri Ram）にあるショッピングセンターは、地元やカンボジアの買い物客
に焦点を当てている。セントラルプラザ・チェンライ（Central Plaza Chiang Rai）は
地元とラオス人とミャンマー人の買い物客に対応している。ロビンソン・ムクダハン
（Robinson Mukdahan）とセントラルプラザ・ウドンタニ（Central Plaza Udon 
Thani）は、地元とラオス人の買い物客をターゲットとしている。メーソート・ライフス
タイルセンター（Mae Sot Lifestyle Center）は地元とミャンマー人の顧客にサービス
を提供している。ソンクラー（Songkhla）県のセントラルフェスティバル・ハット・ヤ
イ（Central Festival Hat Yai）は地元とマレーシアの買い物客に焦点を当ている（『日
本経済新聞』2015 年 5 月 27 日付、The Nation, 2015 年 9 月 4 日付）。 
CPN は北東部のナコンラチャシマ（Nakhon Ratchasima）県でセントラルプラザ・
ナコンラチャシマ（CentralPlaza Nakhon Ratchasima）を 2017 年 11 月に開業した。




の重要な接合地点になるといわれている（『日経速報ニュースアーカイブ』2016 年 7 月







が激しくなると予想される（『日本経済新聞』2015 年 2 月 24 日付）。 
 
2．テナント計画 









グラビット・ブライダル」など、テナントの 3 分の 1 をイタリアで買収したラリナシェ
ンテ百貨店を介して誘致した。これらのブランドはセントラルグループとの関係によって、
タイに初めて出店することができた。新興国の百貨店にはない高級ブランドの品揃えは、
CG に対しても、周辺国進出の武器になる（『日本経済新聞』2014 年 4 月 5 日付）。 












本経済新聞』2015 年 7 月 30 日付、『日経 MJ』2013 年 11 月 18 日付）。 
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MJ』2013 年 11 月 4 日付）。ワッツは 2013 年に CG と提携し、タイでは CG の資金力や
ネットワークを活用して出店を加速している（『日本経済新聞』2013 年 10 月 16 日付）。 












CG は株の所有割合は 50％ずつで、WHA ロジスティック不動産会社と合弁し、WHA
セントラル・アライアンス社（WHA Central Alliance）を設立した。この合弁会社はア
ユダヤ（Ayudhaya）県に倉庫と流通センターを開設する。CG は物流をコア事業の 1 つ
にする計画はないが、物流は小売業の重要な部分であるため、物流などの事業も改善する
必要があると判断した。この合弁会社によって、CG が物流コストを削減し、経営効率を
向上させると考えられる（Deal Street Asia, 2015 年 12 月 16 日付）。WHA ロジスティ
ック社はすでにバン・ナ・トラッド・ロード（Bang Na-Trad Road）に 2 万 3 千平方メ
ートルの倉庫と流通施設、またラマ 2 世（Rama 2）道路には 2 万平方メートルの冷蔵施
設を同グループに提供している（The Nation, 2015 年 12 月 16 日付）。  
 
4．まとめ：セントラルグループの国内での競争優位性 
 2018 年 10 月末現在、CG は百貨店とショッピングモールを 74 店保有し、国内市場の
小売業界においてトップ企業になっている。ホテルやレストランも運営しており、合計
5,000 店舗がある。2016 年の年間売上高は 3,327 億バーツ（9,980 億ドル）で、前年比
17％増となり、タイ最大手の小売企業としての地位を確保した。最大のライバルはザ・
モール・グループで、サイアム・パラゴンとエンポリアムのようなバンコクの主要ショッ
ピングモールを運営しており、年間収入は 500 億バーツと推定されている。CG は、フィ
リピンの SM インベストメンツ・コーポレーション（SM Investments Corporation）
の小売業など、他の国の大手企業と比べても大きい（Nikkei Asian Review, 2017 年 9
月 15 日付）。 
 CG の成長のカギは以下のようにまとめられる。 












をある程度整えている。   
第 5、ファミリービジネスのために市場の変化などに迅速に対応でき、意思決定も速い。  
 
 
第 3 節 セントラルグループの海外展開 
1．海外事業の現状 
 CG がさらなる成長のために取り組んでいくのは国際的な拡大である。同社が海外事業
活動を積極的に始めたのは 2010 年からである。CG は 2010 年に中国で百貨店を出店し、








 チャロン・ポカパン（Charoen Pokphand 、以下 CP）グループ、カシコン銀行など
のタイの華僑系財閥は先行して中国でビジネスを展開している。CG に属するセントラ




同社は 2011 年に遼寧省北東部の瀋陽に 2 号店の百貨店をオープンした。杭州と瀋陽では、
香港企業のチャイナ・リソース社（China Resources）と協力した。チャイナ・リソー
ス社はミックス C ショッピング複合施設の運営者である。杭州と瀋陽の百貨店は中高所
得層を対象としている。杭州の店は投資額 6 億元で 4 階に広がり、22,746 平方メートル、
瀋陽の店は投資額 7 億元で、7 階の 27,526 平方メートルの面積がある。どちらも、「シ
ャンタイセントラル（Shang Tai Central）」という中国語の名前を付けた。  
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 当初、CG は 2012 年までに 3〜4 店舗をオープンし、その後毎年 3〜4 店舗をオープン
し、上海、北京、広州などの大都市で、10 年間で 40 店舗を開くことが目標であった。
しかし、同社は地元の小売企業との厳しい競争に直面し、杭州、瀋陽、成都にある 3 店
と瀋陽の ZEN 百貨店を 2015 年までに徐々に閉店、中国市場から撤退した（The Nation, 
2014 年 5 月 12 日付）。 
CG は、2015 年の撤退後にオンライン販売を通じて中国市場に再参入することを検討




2017 年 7 月から CG は新しいウェブサイト「Aux Villes du Monde」を立ち上げた。こ
のサイトの中国語版を通じて、観光客は現地に着く前に、特定のセントラルの店舗で買い
物代行サービスを予約できる。同年に CG も中国のアリババ（Alibaba）のライバルであ
る JD.com との契約に署名した。総額 5 億ドルを投資し、タイで電子商取引およびファ
イナンス・ジョイントベンチャーを開始する契約を締結した（Nikkei Asian Review, 






トナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーの後発 4 カ国は 2017 年末までに、ほぼすべて
の関税を撤廃する。タイにとっては輸出競争力が高まり、市場を開拓しやすくなる。タイ
企業は輸出によるベトナム市場開拓にとどまらず、ビールメーカー、家電量販、スーパー
など M&A（合併・買収）も加速している（『日経 MJ』2016 年 1 月 8 日付、『日本経済
新聞』2014 年 4 月 25 日付）。セントラルグループもその中の 1 つの企業である。CG の
海外事業の中で、ベトナム市場は最も中心的な事業である。ベトナム市場はちょうど適切








 セントラルグループはタイ国内で、1995 年にロビンソン百貨店と合弁した。2015 年 2
月末時点、この合弁事業が百貨店やショッピングモールをバンコクで 11 店、タイの地方
で 28 店運営している。CGV は 2014 年 3 月に、ハノイにロビンズ（Robins）百貨店の
1 号店、同年の 11 月に、ホーチミンに 2 号店をオープンした。（『日経 MJ』2015 年 3 月
20 日付）。2016 年に、同社はタイとベトナムのファッションオンライン販売サイトであ
るザロラ（Zalora）を買収し、2017 年 5 月から、ザロラがロビンズという名前に変更し
た。ベトナムにおいて、タイ国内と同様に、インターネットと実店舗を融合させるオムニ
チャネルを展開している。 
 ＜図 13＞は、2018 年 8 月 21 日に筆者が撮影したホーチミンのロビンズ百貨店の写真
である。 
 
   
＜図 13＞ ホーチミンにあるロビンズ百貨店 
出所：筆者撮影 
 
②ベトナムでの B2S の文房具店 
 CGV は 2017 年 7 月に、ホーチミンに B2S という文房具および事務用品店の 1 号店を
オープンした。B2S はホーチミン市にある 9 つの大学と 4 つの工業団地をターゲットに





年間 4 兆ドン（1 億 7500 万米ドル）と評価され、2014 年以来の年平均成長率は約 10％
である。人口構成が若いベトナムでは、教育サービスと文房具などの製品に対する需要が
増加している。ホーチミン市にはすでに 1,500 以上の家族経営文房具店がある。B2S の
ような包括的なワンストップショップではなく、大きな書店に組み込まれている形が多い
（Nikkei Asian Review, 2017 年 7 月 4 日付）。 
③ベトナムでの買収活動 
 CGV は、フランスのカジノ・グループから 2016 年 4 月にベトナムのハイパーマーケ
ットチェーンのビッグ C（Big C）を買収し、2015 年に現地の大手家電量販店「グエン
キム」の株式 49%を、11 店のランチ・マート（Lan Chi Mart）チェーンの 49％を買収
した。CG は、ベトナムビッグ C チェーンを買収し、2021 年までに 13 の大規模商業施
設を開発する予定である（『日経 MJ』2016 年 5 月 13 日付、Cafebiz, 2016 年 10 月 4 日
付）。  
＜図 14＞は、2018 年 8 月 21 日に筆者が撮影したホーチミンのビッグ C の店舗の写真
である。 
 
   









を開業する。CG は今後 2028 年までマレーシアなど周辺国に 30 のショッピングセンタ
ーを開設する計画がある（『日経 MJ』2013 年 10 月 4 日付）。一方、インドネシアのジ
ャカルタにあるグランド・インドネシア（Grand Indonesia）ショッピングコンプレッ
クスの中に、セントラル百貨店インドネシア（Central Department Store Indonesia）
を 2014 年にオープンした。 
 
5．ヨーロッパへの進出 
 中国の次に、CG の海外進出の 2 番目の国がイタリアである。同社は 2011 年に、イタ
リアの老舗百貨店ラリナシェンテを買収し、ヨーロッパに進出した。ラリナシェンテは
1865 年創業のイタリア国内に 11 店を展開する老舗百貨店で、オーナーが数回変わった
歴史がある。イタリアでは出店規制が厳しく、流通大手が育っていない。2011 年に CG
に売却され、外資系となったラリナシェンテが市場に変化をもたらすことができるかに注
目が集まっている。リナシェンテはローマに、11 年間をかけて 2017 年 10 月に売り場面










の影響を受けにくいコンビニエンスストアも普及していない（『日経 MJ』2011 年 6 月
10 日、2013 年 7 月 26 日付、『日本経済新聞』2015 年 12 月 25 日付、Reuters, 2015 年
6 月 9 日付）。  
 また、2013 年 3 月に CG はデンマークの老舗百貨店のイルムを買収した。5 年計画で
大規模改装を進めている。これは同社の百貨店買収の 2 件目である。1891 年創業のイル
ムは首都コペンハーゲンに 6 階建ての店舗を持ち、年 650 万人の来店客がある（『日経速






から百貨店運営会社の株式 50.1%を 2015 年 9 月に取得した。傘下にはドイツ、ベルリン
のカーデーヴェー（KaDeWe）、ミュンヘンのオーバーポリンガー（Oberpollinger）、ハ
ンブルクのアルスターハウス（Alsterhaus）がある。いずれも開業から 100 年以上の歴







年 6 月 13 日付、Nikkei Asian Review, 2017 年 7 月 13 日付）。   
 CG は店舗改装などで 2020 年にヨーロッパ事業の売上高を 2.5 倍に伸ばし、周辺国で
も店舗網を広げる。中国やタイなどアジアからの旅行客の需要を取り込む予定である












                                                   













第 4 節 セントラルグループの国際化プロセスと現地化戦略 
1．セントラルグループの国際化を後押しする要因 
（1）カリスマ的リーダーシップ 
 CG はファミリービジネスの典型的な企業である。CP グループなどのタイの他の家族
経営企業と比べ、CG の家族メンバーが主要な役割を支配する率は高い。現在、同社の
15 名の取締役会と 7 名の実行委員会の全員は家族のメンバーである。セントラルパッタ
ナグ以外、グループに属するほとんどの会社はプライベートである。これとは対照的に、
CP グループの主要資産の大部分は上場しており、経営陣にはチャルーン・ポーカパン・
フーズ（Charoen Pokphand Foods）や CP オール（CP All）などの上場子会社を幹部
とする非家族経営幹部が含まれている（Nikkei Asian Review, 2017 年 9 月 15 日付）。 









潜在的な候補者が多い。創業者ティアンには 3 人の妻と 26 人の子供がおり、チラティバ
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ット子孫が約 220 人いる。そのうちの 51 人は現在、ビジネスに携わっている。紛争を避
け、家族の結束を強くするために、サムリットは家族が一緒に生きるべきだと主張した。





ジンググループを通じて連絡を取り合っている。毎年 7 月 10 日に、創業者の命日に、家
族は同グループの最初の店の近くの寺院に集まる。この協議会では、結婚、教育、家族予
算など非公開グループ会社からの収入によって賄われる問題について議論される。ビジネ
スに関与していない人にも資金を提供しているのである（Nikkei Asian Review, 2017
年 9 月 15 日付）。 
 3 代目のトスのビジョン  




クで 1 年間働いた後、家族経営に参加し、1994 年にビッグ C ハイパーマーケットチェー
ンを立ち上げた。そして、農村地域への拡大事業を監督し、その事業は現在、同グループ
の小売売上高の約半分を占めている。同グループの多様化をリードして成功を収めた実績












 国内小売業においてトップになった CG が今後のビジネス拡大について、トスが取り
組んでいる 2 つの課題は、国際展開と電子商取引である。2011 年当時、CG はタイにお
いて海外進出する初の小売業者であった。彼の計画は、CG を東南アジアのみならずグロ
ーバルな企業ブランドにすることである。世界中のどの市場でもビジネスチャンスを活か
し、5 年間で、CG は世界の 70 億人以上の人々からの巨大な需要に支えられて、強い成
長を遂げた大企業になるだろうと彼は語った。国内のリーダーから国際的な大手企業に成
















比 9％増の約 700 万人が海外を旅行した。このような旅行者は海外で、年間約 1700 億バ
ーツ（約 5450 億円）を使う。この数字が毎年 10％増加している一方、タイ国内消費は
2％ほどしか伸びていないとトス CEO は語った（日本経済新聞、2017 年 7 月 8 日付、日









































































3．セントラルグループの現地化戦略   
 近隣国であるベトナムにおいて、同社は CGV 子会社を通して、小売業に関する幅広い
事業を展開している。まず、国内のビジネスモデルに基づき、ベトナムで展開している小
売業態は百貨店と文房具店である。2014 年からハノイとホーチミンにそれぞれ 1 店舗の
ロビンズ百貨店を出店したが、ベトナムでは、百貨店業態全体の成長が停滞しているため、
同社は国内と同じような戦略で、オフライン店舗とオンライン販売を統合し、オムニチャ























第 6 章 カフェアメイゾン（Café Amazon）：グループパワーに頼
る店舗拡大 
 カフェアメイゾン（Café Amazon）はタイの国有石油ガス PTT グループに属するコー




などに基づいて作成した。さらに、カンボジアにおいて 2017 年 8 月１0～11 日、タイに
おいて 2017 年 8 月 14～16 日と 2018 年 8 月 25～26 日の 5 日間、現地調査活動として
現地状況の確認や店舗見学を実施した。 
 
第 1 節 カフェアメイゾンの概要 
1．PTT の事業の概要64 
 PTT 公開株式会社（PTT Public Company Limited、以下 PTT）は 1978 年 12 月に、 
タイ石油公団として設立され、2001 年に上場し一部民営化された。2011 年に、PTT は
初めて Fortune Global 500 の 128 位にランクされたタイ最大手のエネルギー企業であ
る。同社は石油・天然ガス開発・精製・貯蔵、石油小売などの石油事業からサービス業、
小売業まで幅広く事業を展開している。現在、PTT の事業は 4 つの主要な事業セグメン
トに分けられる。それは石油事業、潤滑油事業、非石油事業と国際事業である。  
 石油事業において、PTT は 10 カ国で 36 のプロジェクトの石油探鉱・生産事業を実施
しており、天然ガス供給・調達、ガスの卸売・小売販売、ガス関連付加価値事業に従事し
ている。さらに、石油・燃料販売チェーンも展開し、全国の市場シェアの 40.5％を占め




                                                   
64 以下の記述は、The Nation, 2017 年 7 月 4 日付、PTT のホームページ
（http://ptt.listedcompany.com/misc/PRESN/20170320-PTT-OilBusiness-bkk-02.pdf）2018
年 9 月 28 日アクセスに基づく。 
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 PTT の非石油事業について、2016 年 12 月末に、ジッフィ（Jiffy）というコンビニエ
ンスストアを国内で 151 店を所有し、セブンイレブン 1350 店舗を展開している。そして、
カフェアメイゾンのコーヒーショップは 1667 店舗がある。それ以外、テナントの賃貸事
業、レストランのフランチャイズ店の 29 店舗も展開している。 
 国際事業において、PTT は 2016 年 12 月末に国際貿易事業やガソリンスタンドを東南
アジアの 4 カ国、カンボジア、ラオス、フィリピン、ミャンマーで 181 カ所を展開して
いる。そして、カフェアメイゾンを 50 店、ジッフィー28 店を所有している。 










































みが大きいからである。2018 年 8 月末に、カフェアメイゾンは国内で 2,225 店舗を展開
し、カフェ市場シェアの約 4 割を占めている。海外では 168 店舗を展開している66。 
 
 
第 2 節 カフェアメイゾンの国内のビジネスモデル 
1．店舗システムの設計67 
「Café Amazon」という名前の由来は、コーヒー生産量世界 1 位のブラジルにある世
界最大の自然の熱帯雨林であるアマゾンからきている。アマゾンの森は素晴らしい自然が
残り、植物、樹木、川や野生生物の魅力が溢れているという概念を象徴していて、クリー
                                                   














ている。ガソリンスタンド内のフランチャイズ店は 9 割で直営店は 1 割である。そして、
ガソリンスタンド外の 8 割はフランチャイズ店で、2 割は直営店である。 




＜図 15＞ 町とオフィスビル内のカフェアメイゾン店舗 
出所：筆者撮影 
   























 スターバックスは 1998 年からタイに参入した。1 号店はセントラル・ワールドで出店



























貢献していると言われている。一方、2017 年に、同社の子会社 6 社が共同で、PTT サー











                                                   
68 PTT の 2013 年、2014 年、2017 年の年次報告、2014 年のサステナビリティ報告書、Nikkei 













2015 年には 41 世帯の農民がプロジェクトに参加した。チェンマイのチョムトン地区の
バンルアン（Ban Luang, Chom Thong District, Chiang Mai）に森林伐採土地でコー
ヒー豆の栽培実験計画が実施された。収穫したコーヒー豆がカフェアメイゾンの店舗で使
用される。  
一方、2015 年に、PTT はアユタヤ（Ayutthaya）のワンノイ（Wang Noi）地区にコ








Corporation Public Company Limited）インタニン・コーヒー（Inthanin Coffee）で
ある。バンチャークグループは 2016 年からインタニン・コーヒーというコーヒーショッ
プブランドを展開し始めた。しかし、カフェアメイゾンは 2,225 店舗を持ち、フランチ
                                                   
69  PTT の 2014 年、2015 年、2016 年の年次報告、 2016 年のサステナビリティ報告書、
























ノンペンにある。それは 1 日に 1,000 杯以上のコーヒーを販売している。国内では、1 店
舗での平均販売杯数は 1 日約 200 杯である。2018 年 8 月末に、カフェアメイゾンの店舗
数は国内で 2,225 店舗、海外で、カンボジア 106 店、ラオス 49 店、ミャンマー4 店、フ
ィリピン 6 店、日本 2 店オマーン 1 店を所有する。2021 年までに、国内では 2,700 店、
海外では 400 店のカフェアメイゾンを展開する計画である。また、マレーシア、シンガ
ポール、上海を含む多くの潜在的な市場において、同社は潜在的なパートナーと交渉中で
ある（The Nation, 2017 年 7 月 6 日付）。   
2016 年 12 月 31 日時点の PTT の海外事業は＜表 6＞で示す。PTT は国内市場から東
南アジア市場、そして世界へ展開しており、その持続的な成長のためのプラットフォーム
や相乗効果を生み出す店舗ネットワークを構築していて、カフェアメイゾンの店舗数を








ガソリンスタンド カフェアメイゾン ジッフィー 
タイ 1627 1667 151 
カンボジア 28 26 9 
ラオス 32 21 19 
ミャンマー 9 1 ― 
フィリピン 112 1 ― 






いる飲食チェーンの 1 つになっている。2017 年 2 月末、全国に 34 店舗あり、2018 年 7
月末には 106 店舗に達した。PTT カンボジア（PTT Cambodia Limited）はカフェアメ
イゾンを 2013 年にカンボジアで展開した当初、2020 年までにカフェアメイゾンの店舗
数を 200 店に拡張する計画を立てていたが、良い結果があれば、目標は改定される可能
性がある。PTT カンボジアは 2016 年に、タイの親会社からマスターフランチャイズ権
を獲得した。PTT の石油販売量はカンボジアで 5 位となっており、プノンペンの多くの
カンボジア人はカフェアメイゾンフランチャイズの加盟に興味を持っている。PTT カン







（Thai PBS, 2017 年 3 月 27 日付）。 
カンボジアのコーヒーチェーン市場は年齢層によって、コーヒーの消費者の好みが多
様であるため、新規参入者のための余地がある。PTT カンボジアは、PTT ガソリンスタ
                                                   
72 The Nation, 2016 年 10 月 19 日付、The Phnom Penh Post, 2016 年 8 月 5 日付、Khmer 
















ンドの併設店と独立店の両方が展開されている。2017 年 2 月末時点、34 店舗の中にプノ
ンペンには 26 店、地方には 8 店ある。カンボジア全国に店舗を拡大するため、プノンペ
ン以外、バタンバン（Battambang）、シアヌークビル（Sihanoukville）、シェムリアッ
プ（Siem Reap）など他の主要都市でも店舗展開を計画している。 
 ＜図 17＞は、2017 年 8 月 7 日に筆者が撮影したプノンペン・イオンモールの中にあ
るカフェアメイゾン店舗の写真である。 
 
   















は 2016 年から、ガソリンステーション併設店として展開し始めた事業である。PTT フ
ィリピンのサケーニャ・セーリヨシン（Sukanya Seriyothin）社長兼最高経営責任者
（CEO）によると、同社は 50 億ペソの資本で、2017～2021 年の間、フィリピンで、ガ
ソリンスタンドを 300 カ所まで拡大し、カフェアメイゾンも共に展開する計画がある。
その資本金は親会社によって出される。PTT フィリピンは 2016 年末までに 112 カ所ガ
ソリンスタンドを所有し、主要な道路や高速道路から離れたコミュニティのニーズに対応
するために、小規模のガソリンスタンドを展開してきた。最初の大型ガソリンスタンドの
コンパクト・ステーションのフォーマットは 2016 年 12 月に、ウンタネタ、パンガシナ
ン（Urdaneta, Pangasinan）で展開され、その中にカフェアメイゾンの 1 号店がオープ








                                                   
73 PTT フィリピンのホームページ（https://en.pttphilippines.com/press-releases）2018 年 6





イゾンの運営を担っている。2016 年 11 月に、福島県東部の川内村に 1 号店、2018 年 7
月 30 日に、和歌山県西牟婁郡すさみ町に 2 号店がオープンされた。川内村は福島第 1 原





マゾンやエスプレッソ、アメリカーノ、タイミルクティなどを 250 円～480 円で提供し
ている。また、プロモーション活動にも意欲的で、今後はウェブサイトやインスタグラム、
















                                                   
74 以下の記述は『日本経済新聞』2016 年 11 月 17 日付、『朝日新聞』2016 年 9 月 14 日付、PR 
Times, 2016 年 11 月 12 日付、Nikkei Asian Review, 2016 年 11 月 14 日付、Bangkok Post, 
2017 年 7 月 17 日付に基づく。  
126 
 





 2018 年 3 月にオマーン石油会社（Oman Oil Co，以下 OOC）の子会社は PTT とマス
ターフランチャイズ契約を締結し、オマーンのマスカットに 1 号店を 2018 年 8 月 13 日
にオープンした。オマーンでは、PTT の子会社である PTT 探鉱・生産公社（PTT 
Exploration and Production Public Company Limited）はすでに石油生産事業を展開
しており、OOC と協力し、関連分野の情報、技術などを交換している。  







第 4 節 カフェアメイゾンの国際化プロセスと現地化戦略 
1．カフェアメイゾンの国際化を後押しする要因 
（1）カリスマ的リーダーシップ76 
 国営企業である PTT の海外での活動そして、カフェアメイゾンの海外展開に影響を与
える重要な人物はパイリン・チャチョタワーン氏（Pailin Chuchottaworn）とテビン・
ボングバニッチ氏（Tevin Vongvanich）である。パイリン氏（以下、敬称省略）は
                                                   
75 Bangkok Post, 2018 年 8 月 16 日付、Muscat Daily, 2012 年 9 月 15 日付、オマーン石油会社
の探査・開発（OOCEP）のホームページ（http://www.oocep.com/index.php/blog/）2018 年 8
月 26 日アクセス、オマーン石油会社のホームページ（https://www.oomco.com/news/2018）
2018 年 8 月 26 日アクセスを参照。 
76 The Nation, 2011 年 9 月 10 日付、World Finance, 2015 年 2 月 20 日付、The Prospect 
Group, 2012 年 11 月 23 日付、Nikkei Asian Review, 2014 年 11 月 20 日付、Reuters, 2016 年




2007 年から 2015 年 9 月まで、PTT の CEO の役割を担った。そして、テビン氏（以下、
敬称省略）は 2015 年 10 月～2018 年 9 月の任期の CEO に就任した。 
 パイリンは PTT に 30 年間勤めて、CEO として 8 年間活躍した。その 8 年間に、PTT
は 2 兆バーツの価値を持つ国際的エネルギー会社になり、2012 年に、Fortune Global 
500 のリストで 128 位にランクされ、世界 30 カ国に投資し、事業を展開している。東南






















あった。しかし、2016 年 11 月に日本に出店した。同社の従来の海外進出の要諦と異な
る方向である。シティー副社長の説明によると、コドモ・エナジー社長はカフェアメイゾ














































2016 年 12 月末に、PTT は国内でガソリンスタンドを 1550 カ所、海外で 200 カ所を
所有している。さらに、同グループの目標は 2020 年までに海外で 500 カ所のガソリンス









 海外では、カフェアメイゾンのフランチャイズ権を受けている企業は PTT の子会社で







                                                   































                                                   




































































第 7 章 本研究のまとめと考察 










第 1 節 発展途上国非製造業の海外進出動機 















                                                   


















アなどのサービス業へ多角化するパイリン CEO の決断力と意思決定によって、PTT は
成長し続け、2012 年から Fortune Global 500 のリストにランク付けされた。そして、










                                                   













































 第 2 章における従来の小売・サービス企業の海外進出動機に関する研究で取り上げら
れたように、未開発・ニッチ市場の存在は現地市場の持つ魅力の 1 つであり、海外進出
動機のプル要因であるといわれている（Dawson, 1994; Alexander, 1990; Tatoglu et 



















 顧客追随から疑似マーケットの存在へ  































































 カフェアメイゾンの事例分析から発見したもう 1 つの進出動機は現地での潜在的ビジ
ネスパートナーの有無である。フランチャイズ権を与えることによって、海外に進出して
いるカフェアメイゾンなどの企業にとって、適切なフランチャイジーの確保や適切な現地


















第 2 節 発展途上国非製造業の進出先と進出形態 
1．発展途上国非製造業の進出先 




（Nicole and Kristina, 1999; Lommelen and Matthyssens, 2005; Pananond（2007 




















































 途上国非製造業の進出先と進出形態を＜表 7＞で示したようにまとめられる。 
 
＜表 7＞ 3 つの事例の進出先と進出形態 

















































































第 3 節 発展途上国非製造業の現地化戦略 














とは脱コンテクスト化（藤川・小野、2014）あるいは社会埋め込み（Hess, 2004; Burt 


















＜表 8＞ 3 つの事例の現地化戦略のまとめ 



















































第 4 節 発展途上国非製造業の国際化プロセスモデル 
1．発展途上国非製造業の国際化プロセスの傾向  





























＜表 9＞ ジョリビーの海外進出 
年 海外事業活動 
1985 年 シンガポールで出店：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 
1986 年 ●シンガポールの店を閉店 
●台湾で出店：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 
1987 年 ブルネイで出店（1988 年に閉店）：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 
1989 年 インドネシアで出店（1997 年に閉店） 
1995 年 中東で出店：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 
1996 年 ベトナムで出店：現地消費者向けの市場 
1998 年 ●アメリカで出店：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 
●中国で出店：現地消費者向けの市場（しかし 3 年後閉店、2004 年から現地
企業の買収で事業展開） 
2013 年 シンガポールに再進出 
2015 年 カナダで出店：フィリピン人のコミュニティ向けの市場 




＜表 10＞ セントラルグループの海外進出 
年 海外事業活動 
2010 年 中国で百貨店を出店（2015 年に撤退） 
2011 年 ●ベトナムで子会社を設立 
●イタリアの百貨店を買収し、イタリアに進出 
2013 年 デンマークの百貨店を買収し、デンマークに進出 
2014 年 ●インドネシアで百貨店を出店 
●ベトナムで百貨店を出店 
2015 年 ドイツでの百貨店運営会社の株 50.1%を取得し、ドイツに進出 
出所：筆者作成 
 
＜表 11＞ カフェアメイゾンの海外進出 
年 海外事業活動 
2013 年 ●カンボジアで出店（PTT の現地子会社による） 
●ラオスで出店（PTT の現地子会社による） 
2016 年 ●日本で 1 号店（現地パートナーによる） 
●ミャンマーで出店（PTT の現地子会社による） 
●フィリピンで出店（PTT の現地子会社による） 
























 3 つの事例を通じて、第 3 章で提示したプロセスモデルを＜図 18＞のように修正した。





＜図 18＞ 発展途上国非製造業の国際化プロセスモデル84  
出所：筆者作成 
 
 時間の経過と共に、海外進出する前、1 号店の出店前後、多店舗展開という 3 つの段階
に沿って途上国非製造業は海外進出している。途上国非製造業の海外進出の意思決定に影
                                                   
83 これについては、ズオン・崔（2018）で触れられている点を参照のこと。 


















































































示唆を与えていない状況にある。筆者は第 1 章と第 2 章で取り上げた様々の議論を検討




 第 2 の成果は途上国非製造業の国際化プロセスにおいて、他の途上国に進出する通常
の海外進出戦略と先進国に進出する逆進出戦略という 2 つのパスが明らかになり、それ
ぞれのパスにおける参入規定因、進出動機、進出形態が明確になったことである。2017
年 11 月末時点、筆者が調査した結果、少なくとも途上国の小売・飲食企業の 95 の企業




















無は 1 つの事例のみに当てはまるため、限定的要因といえる。 
 
（2）理論的示唆 


























先進国にも参入することが可能である。これが第 2 の示唆である。 

























































補論 1 海外進出している発展途上国の小売・飲食企業 
 
 本研究では、国際連合統計部が作成した世界地理区分の国一覧87に基づいて、2016 年
の一人当たり GDP が 12,615 ドル以下の発展途上国は 109 カ国である。それらの国の名
前と地域は＜付表 1＞で示す。 
  
＜付表 1＞ 発展途上国のリスト 






























                                                   
87 世界地理区分の国一覧は国際連合統計部のホームページ











































西アジア イラク（Iraq）  
ヨルダン（Jordan） 
レバノン（Lebanon） 
シリアアラブ共和国（Syrian Arab Republic） 
トルコ（Turkey） 
イエメン（Yemen） 





















































 筆者は上記の 109 カ国のリストから、1 国ずつに、「List of restaurant chains in 
(country name)」「List of supermarket chains in (country name)」「List of coffee 
156 
 





List of ice cream parlor chains 
List of casual dining restaurant chains 
List of fast food restaurants 
List of hamburger restaurants 
List of submarine sandwich restaurants 
List of hot dog restaurants 
List of coffeehouse chains 
List of doughnut shops 
Asia’s 50 best restaurants 
Latin America’s 50 best restaurants 
101 Best Restaurants in Latin America and the Caribbean of 2017  
  
 さらに、筆者は Forbes 2017 Global 2000、 2017 Top 250 Global Powers of 
Retailing88、「Asia300」企業の一覧89を参照し、適切な企業を探った。 
 その結果、途上国の 109 カ国のうち、海外進出しているのは 25 カ国の 95 企業である。
＜付表 2＞において、それらの企業の名前、出身国、概要、進出先などを示す。以下の企
業の情報は 2017 年 10 月 30 日から 11 月 30 日までの一カ月間、検索したものである。
また、2018 年 10 月中旬に改めて検索した情報の補完・修正を行った。店舗数はホーム
                                                   
88  このレポートは STORES Magazine の 2017 年 1 月号に掲載され、デロイトと STORES 
Media によって作成されており、2015 年の一般公開データに基づいて世界中の 250 の大手小売企
業を地域的パフォーマンス、主要製品分野、e コマース活動およびその他の要因に基づいて業績を
分析しランクインした。 
89 日本経済新聞社と Nikkei Asian Review は 2015 年 11 月から、中国、香港、韓国、台湾と、
シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナムの東南アジア諸国連合







＜付表 2＞ 海外進出している途上国の小売・飲食企業のリスト 
 








Company for Food 
Industries (ICFI)に属す
る 





























































・2017 年 9 月から、
Tuskys は Nakumatt の
スーパーマーケットを買
収した 
・国内で 55 店 






































・国内で 60 店 
・ウガンダで 6 店、ルワ
































































































































・国内で約 100 店舗 
・海外で、モーリシャス
とサハラ以南のアフリカ
















































































































































ランド：Spur Grill & 
Go（ファストフード）、




Pizza Pasta, John 
































































・イギリスで 2013 年 7
月に 1 号店 
・2018 年 2 月 28 日に、
Famous Brands 
Limited は 25 ストア・ブ
ランドでアフリカ、イギ













Dulce Café カフェ ・1984 年に 1 号店 
 






















・国内で 63 店 
・モーリシャスに 5 店、
アンゴラに 1 店、ガーナ



























Galito ’s Africa, Nando ’s 
(ジンバブエのみ), Steers 
















・1986 年に 1 号店 
・United Africa 
Company of Nigeria 
(UAC)に属する 
・国内で 170 店 














































軽食店 ・福建省発祥の軽食店 ・中国全土に 6 万店 
・世界各国に 3 万 6000
店 





















・PT Sumber Alfaria 
Trijaya Tbk は 1989 年
に設立 
・1999 年から小売事業を
























































































・2016 年 3 月 31 日現
在、国内外で 244 店があ
る 
・シンガポールで 10 店 
・インドネシアで 23 店 





カフェ ・1997 年に設立 
 











カフェ ・2007 年に設立 
・2008 年に 23 店舗出店
し、当時の国内で最も急
・2017 年に、国内で 77



























ード・チェーンの 1 つ 
 


















































・SM Prime は 1985 年
から SM North EDSA を
開設し、ショッピングモ
ール事業を開始した 










・国内で 17 店 










・国内で 90 店 
・アメリカで 3 店、シン
ガポールで 2 店、カター












・2017 年 2 月末、国内で
989 店舗があり、海外で
171 店舗（アメリカ 35 店
舗、カナダ 1 店舗、ベト
ナム 86 店舗、ブルネイ


















・Max's of Manila は国
内で 130 店、アメリカで
10 店、カナダで 4 店 





























































































2016 年 12 月末 
・国内で 99 店 
・海外で 7 店（ミャンマ
ー4 店、ラオス 2 店、カ







ピザ店 ・Minor Food Group に
属する 


























カフェ ・1997 年からに設立 国内と海外（中国、ラオ
ス、インド、インドネシ
ア、バングラデシュ、バ
ーレーン）で 120 店ある 
https://www.coffeewor
ld.com/about 
True Coffee カフェ ・プノンペン（Phnom 
















2018 年 8 月末に 
・国内で 2225 店舗 
・海外で 168 店舗（カン
ボジア 106 店、ラオス 49
店、ミャンマー4 店、フ
ィリピン 6 店、日本 2 店








































































































・1957 年に設立 ・国内で 35 店 

















ーンの 1 つになっている  
・国内で 33 店（南インド
30 店、北インド 3 店） 
















ピザ店 ・1993 年から創業 
 























































カフェ ・2000 年から創業 
・インドスタイルのカフ
ェチェーン 






























・国内で 22 店 





















































・1970 年から Carlos'n 
Charlie's というメキシコ
料理店を展開 


































・2006 年に設立 ・国内で 5 店 
・海外で、コロンビアで


























































 Yogoberry カフェ ・ヨーグルトとスムージ
ーチェーンを中心 
・Rio de Janeiro で
2007 年に設立 
・国内で 38 店 









・Rio Grande do Sul で
1979 年に設立 
・国内で 7 店 
・海外で、アメリカに 27
店、メキシコに 2 店、






































































































・2013 年に 1 号店がオー
プン 
・国内で 5 店 
・海外で、ルーマニアで
3 店、チリ 6 で店、ハン
ガリー2 で店、モンテネ















で 1998 年に設立 














































補論 2 チュングエン（Trung Nguyen） 
 
第 1 節 チュングエンの概要90 
1．チュングエンによる大躍進の歩み 








1996 年、ベトナムの中部のブオン・マ・トゥオット（Buon Ma Thuot）市にブー氏
（以下、敬称省略）によってコーヒー豆の加工会社として立ち上げられた。ブオン・マ・
トゥオット市はベトナムにおけるコーヒー豆の栽培・生産地として有名である。  






ち 89％がネスカフェよりも G7 を好むことが実証された。初めて、ベトナムの企業はネ
スレのグローバル企業と互角に戦った。 
2006 年、「G7 マート（G7Mart）」というコンビニエンスストアを店舗展開した。  
2008 年、シンガポールでチュングエン・インターナショナル（Trung Nguyen 
International、以下 TNI）という子会社を設立し、シンガポールを東南アジア市場、ま
た世界市場の玄関口として発展させることを目指した。 
                                                   
90 以下の記述は Forbes, 2012 年 7 月 25 日付、『日経産業新聞』2004 年 11 月 16 日、2006 年 11
月 1 日、2011 年、4 月 28 日付、Soha, 2017 年 4 月 8 日付、チュングエンのホームページ
（https://trungnguyenlegend.com/）2017 年 11 月 22 日アクセスに基づく。 
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2011 年、ブー社長は Financial Times からビジネスモデルを成功させた人物として称
賛された。同年、チュングエンは 1 億 5,100 万ドルの売上を達成し、前年比 78％の成長
を遂げた。 
 2012 年、ブーはナショナルジオグラフィック（National Geographic）のサイトであ





2015 年、日本経済新聞社が実施した東南アジア 6 カ国で 1,000 店規模の現地の外食・
小売企業調査によるとチュングエンは 2500 店舗を保有する（『日本経済新聞』2015 年
10 月 22 日付）。調査された 6 カ国の中で、チュングエンは店舗数が最も多いチェーン店
である。チュングエンの店名で国内に展開する店舗数は約 2500 店であるが、チュングエ
ンのコーヒー豆を使用している喫茶店も同社の看板を掛けている店舗の数に含められてお
り、実際には同社の直営店は国内で 57 店、海外でシンガポールに 1 店しかない。同年、
チュングエンはチュングエンレジェンド（Trung Nguyen Legend）という新しい商品ブ
ランド・ストア・ブランドを開発した。「G7」インスタントコーヒーと、焙煎コーヒー、
ミンクコーヒーなどのコーヒー製品は世界 60 か国に輸出されている一方、2006 年に展
開した G7 Mart というコンビニエンスストアは現在では完全に消滅した。しかし、現在







（Bac Giang）の工場、ミフオック（My Phuoc）にあるサイゴン（Sai Gon）工場、ビ









2006 年に、チュングエンは 500 店舗の G7 マートコンビニエンスストアを開始した。ブ
ーの目標は、G7 マートを 1 万店舗に拡大することで、チュングエンをベトナム小売業の
大手企業にすることであったが、その計画はうまくいかなかった。2011 年に、G7 マー
トは市場での競争することが困難であると認識した後、ベトナム・イオンのミニストップ
と協力し、G7 ミニストップ合弁会社を設立した。この会社は 5 年間に 500 店舗を展開す
るという目標を立てたが、このイオンとの協力も計画通りの成果をもたらさなかったため、
ミニストップはチュングエンとの協定を解除した。2015 年に、ミニストップは双日と提
携し、以後 10 年間で 800 店舗に展開することを見込んでいる。  
 ②観光産業において、チュングエンは  ダン・レ・ツーリズム・インベストメント社
（Dang Le Tourism Investment ）を設立し、チュングエンコーヒー村（ Trung 
Nguyen Coffee Village）、ブオン・マ・トゥオット市に 3 つ星のチュングエン・コーヒ
ー・リゾート（Trung Nguyen Coffee Resort）、ジャロン・ツーリスト・エリア（Gia 
Long Tourist Area）などを展開している。  
 
3．チュングエンの創業者91  
創業者のブーは貧しい農民家族に生まれ、 1992 年に、テイ・グエン大学（Tay 







                                                   























































同社はフランチャイズ制の開始により、わずか 4 年後の 2002 に年、422 店舗を展開し、








                                                   


























































社はベトナムのコーヒー産業の代表的なイメージを構築できた。2011 年 4 月 27 日、チ
ュングエンは、成功したビジネスモデルの事例として Financial Times に掲載された。
その記事では、「ブー氏はベトナム人の夢を喚起した」と書かれている。ナショナルジオ
グラフィックトラベラー（National Geographic Traveller）誌もブーを「ベトナムのコ




















                                                   
93 Global Coffee Report, 2014 年 9 月号を参照。 










は 2013 年に導入したユーレップ GAP（EurepGAP、GAP は農産物の安全性を保証する


































上で豆の通販を始め、2002 年 5 月には東京・六本木に 1 号店をオープンした。ベトナム
コーヒーは苦みが強くて、味が濃いが、同社では焙煎時にバターを使うなど香りに特徴を
出している。日本総代理店のダイツーは 2001 年 3 月に通販用ホームページを立ち上げた。
コーヒー豆、カップ、フィルターのほか、ベトナム茶なども販売していた。  




                                                   
95 『日経 MJ』2004 年 10 月 20 日、2004 年 9 月 23 日、2002 年 6 月 18 日付、『日本経済新聞』
2001 年 3 月 8 日付、『朝日新聞』2002 年 03 月 25 日付に基づく。 
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した。客単価は 650～700 円程度である。カウンターのある一階が約 50 平方メートルで、
禁煙の二階は約 40 平方メートルである。  




た。同店は 20 席と 50 平方メートルのスペースで、客単価は 3000～3500 円であった。
コックやホール係がベトナム人であり、レシピも日本人向けのアレンジを控えていた。ベ
トナム政府や大使館と連携し、チュングエンの認知度を高めた。ダイツーはフランチャイ











（『日経 MJ』2003 年 7 月 15 日付）。 
 
（2）シンガポールへの進出 
 同社は 2009 年の頭に、チャンギ国際空港第 1 ターミナルにチュングエンコーヒーショ




していないが、現在、1 店舗がインターナショナル・プラザというビルの 1 階にある









（『日経産業新聞』2004 年 11 月 16 日付）。 




















                                                   
96 G7 エクスプレスモデルはホーチミンで 2012 年から展開し始めた。2015 年からハノイに展開
し始めた。 





インスタントコーヒー、焙煎コーヒーである。TNI によると、2017 年 5 月には、中国の
大型スーパーマーケットチェーンであるカルフールでキングコーヒーが正式に扱われた。
キングコーヒーは、パリ・バイ・ナイト・ミュージック・ショー（Thuy Nga Paris by 
Night）で 2016 年 10 月にアメリカで初めて発売された。現在、アメリカ、中国、イン
ド、韓国、シンガポール、オーストラリア、ロシア、チェコなどに輸出されている




UAE でドバイに本社を置くグローバルホテルズマネジメント（ Global Hotels 




の代表者が UAE に出向いたが、その際、GHM はチュングエンに関する知識がなく、チ
ュングエンの名前を発音することもできなかった。チュングエンは GHM の代表者にベ
トナムへの旅を提案した。その後、GHM を代表する 3 人が飛行機でホーチミン市に向か
う際、機内誌でチュングエンの紹介記事を読んだ。ホーチミンの空港からホテルへ向かう
道路でもチュングエンの店舗を目にした。その後、チュングエンの本部を訪問した結果、
フランチャイズ契約を結ぶことになった（The Nation, 2014 年 11 月 15 日付、FCSI, 









































補論 3 フォー24（Pho 24） 
 














 2003 年 6 月、ホーチミン市に 1 号店をオープンした。 
2004 年 12 月、ハノイに 1 号店を開店した。 
2005 年前半、ホーチミン市に最初のフランチャイズ店をオープンし、その後ダナン、
ニャチャン、ブンタウなどベトナムの主要都市にフランチャイズによって店舗を拡大した。
2005 年後半、フォー24 はインドネシアのジャカルタに店舗を展開した。 
2006 年 9 月、ベトナムの資産運用会社ビナキャピタル（Vina Capital）は投資の形で
フォー24 の株の 32%を買収した。 
2007 年、フォー24 は国内で 60 店舗を開いた。当時、ベトナム国内の飲食業で、シン
ガポール・ユナイテッド・タバコ（Singapore United Tobacco）が 13 年間で設立した
80 店の KFC はベトナムで最大手の飲食チェーンであった。フォー24 はそれに次ぐ 2 位
になっている。 
                                                   
98 以下の記述はフォー24 のホームページ（https://www.pho24.com.vn/）2017 年 6 月 27 日アク







（Rich Base）社とのフランチャイズ契約を締結し、今後 10 年間でレストランをオープ
ンする予定である。香港の第 1 号店は 2009 年 10 月に、センタービジネス地区で開店し
た。9 月には、イギリスのリィージャ・スペース・グループ（Leisure Space Group）と
フランチャイズ契約を締結し、その後の 15 年間で 30 のレストランをオープンする予定
であった。  
 
＜付表 3＞ フォー24 の店舗数（2011 年 12 月末） 
国 店舗数 エントリーの年 フランチャイズ店の比率 
国内 52 2003 33% 
韓国 2 2007 100% 
インドネシア 11 2005 100% 
カンボジア 1 2008 100% 
オーストラリア 1 2008 100% 
シンガポール 1 2008 100% 
フィリピン 2 2008 100% 
香港 3 2010 100% 
マカオ 1 2011 100% 
合計 73   
出所：Frazer and Merrilees（2012）より転載 
 
2011 年には、旅行や贈り物の際に、便利なフォー24 インスタントラーメンが発売され
た。＜付表 3＞で示したように、2011 年 12 月末にはフォー24 は国内で 52 店、海外で韓
国、カンボジア、フィリピン、香港、マカオ、オーストラリア、インドネシアに合計 21
店がある。国内の店舗の 3 分の 1 はフランチャイズ店である。海外市場での店舗のすべ
てはフランチャイズ契約を通じて展開した。同年に、セブン&アイ・フードシステムズと
提携し、日本にも出店した。同年に Forbes Asia とインタビューしたとき、チュンは





イ・インターナショナル（Viet Thai International）社は、2011 年 11 月に 2000 万ド
ルでフォー24 を完全に買収した。  
2013 年、フォー24 はダナンに新しい店舗をオープンした。ベトタイ・インターナショ





2017 年 11 月末時点、フォー24 は国内に 15 店舗があり、海外では 21 店舗がある（付
表 4 を参照）。 
 
＜付表 4＞ フォー24 の店舗数（2017 年 11 月末時点） 
国 店舗数 










第 2 節 国内のビジネスモデル 
1．店舗システムの設計 














業を支配する前に、国内で固い基盤を構築しようとしたのである（『日経 MJ』2006 年 9
月 29 日付、『日本経済新聞』2006 年 12 月 21 日付、Frazer and Merrilees, 2012）。 
 
  









＜付図 5＞ フォー24 店舗の外観 
 出所：筆者撮影 
 
＜付図 3、4、5＞は、2018 年 8 月 22 日に筆者が撮影したホーチミンのにフォー24 店
舗の写真である。 
 












                                                   
99 NPR, 2007 年 3 月 20 日付、『日本経済新聞』2006 年 12 月 21 日付、『日経 MJ』2006 年 9 月





















24 をフォーの代表的イメージとして構築するようにした。例えば、ベトナムの WTO 加





めた（『日経 MJ』2006 年 9 月 29 日付）。 








フォー24 はフランチャイズシステムの構築を目指して、創業の最初の 2 年間、直営店
を展開し、店舗のデザインやビジネスモデルの基盤を固めた。それとともに、フランチャ
イジーを教育するために、トレーニングコースを作った。フォー24 のフランチャイズト
レーニングプログラムでは、参加者は 2〜3 週間の経営理論の授業とフォー24 の店での








































の 1 つの解釈になると考えられる（Frazer and Merrilees, 2012）。 
 
5．フォー24 を売却した理由と新たなフォー24 のモデル 
（1）フォー24 を売却した理由100 








                                                   
100 VnExpress, 2013 年 7 月 5 日付、Doanh Nhân Sài Gòn Online, 2014 年 6 月 10 日付、
Soha, 2013 年 7 月 25 日付、CafeF, 2015 年 9 月 8 日、2017 年 7 月 18 日付、Brands Vietnam, 


































オーストラリアやアメリカなどでのリース契約の平均の 10 年間と比べたらベトナムの 3
〜5 年のリース契約は非常に短期間である。そのために発生する問題も時々ある。  
⑤経営者個人の理由 







ベトタイ・インターナショナル（以下、ベトタイ）は 2011 年 11 月にチュン創業者か
らフォー24 を買収した。現在、フォー24 の所有者はベトタイと JFC である。ベトタイ
はフォー24 の株を買った後、JFC に同社の株の 50％を売却した。2012 年 6 月、買収さ
れた後わずか約半年で、フォー24 は 70 店舗をオープンした。ハノイとホーチミンを中
心に出店するだけではなく、ベトナムの多くの主要都市に新店舗をオープンしたのである。
これに伴い、価格競争をすることにした。フォーの値段は以前の 5 万ドンの代わりに 3
万 9 千ドンに下がった。 
また、ベトタイと JFC はビール 24、フォー24 のファストフード・モデルの店などで
新製品、新モデルの研究開発も行った。2014 年から、オーストラリアでフォー24 の新し
いモデルを実験した。国内でも「新世代のフォー24」の店舗を展開している。これはフ





第 3 節 フォー24 の海外展開 
1．日本への進出102 
                                                   
101 VnExpress, 2013 年 7 月 5 日付、Zing.vn, 2017 年 10 月 11 日付、ベトタイ・インターナシ





づいて 2011 年 7 月 1 日に、東京・市ケ谷に 1 号店をオープンした。その後、様々な立地
でテストを進め、チェーン展開を本格化していく計画で、2011 年 10 月には池袋に 2 号




 フォー24 の 1 号店はベトナムでの店舗のイメージカラー、グリーンを効果的に配し、
さわやかな雰囲気の店内には、店舗面積が 68 平方メートル、客席数はカウンター席とテ














                                                                                                                                                          
102 『日経 MJ』2011 年 7 月 1 日付、『市ケ谷経済新聞』2013 年 3 月 6 日付、セブン＆アイ・ホ
ールディングスのホームページ（https://www.7andi.com/company/challenge/112_2/3.html）
2018 年 4 月 27 日アクセス、『Business Journal』2012 年 6 月 22 日付を参照。 
103 セブン＆アイ・フードシステムズはセブン＆アイ・ホールディングスの外食領域の子会社であ
る。ファミリーレストランの「デニーズ」を筆頭に、レストランだけで 486 店（2012 年 2 月時点）











力について、情報に敏感な女性が積極的に反応している。実際、店は女性の 1 人や 2 人
連れがほとんどである。一方、男性にとってはなかなか魅力を見出しづらい。フォー24









フォー24 は 2H 株式会社（2H Company Ltd）にフランチャイズ権を与え、2007 年
にカンボジアで 1 号店をオープンした。2009 年 7 月時点でプノンペンに 2 店舗、スバイ
リエン（Svay Rieng）のバベット（Bavet）に 1 店舗ある。 










                                                   












ャカルタ 1 号店は郊外にあるが、徐々に中心地に店舗を展開してきた（Báo Mới, 2009






の人たちのためにナイフやフォークをテーブルに置いてある（Báo Mới, 2009 年 9 月 19


















ン店では注文してからフォーができるのにわずか 27 秒しかかからない（The World 
Loves Melbourne, 2014 年 5 月 8 日付）。 
 
5．創業者と企業文化105  
チュン創業者はフォー24 を含むナムアン・グループ（Nam An Group）の創業メンバ
ーの一人である。同グループは、Maxim’s Nam An レストラン、An レストラン、Vien
レストラン、Gloria Jean's Coffees 店、Breadtalk など 10 店のレストランがある。こ
れらのレストランはチュンの母親（彼の父はジャーナリスト）によって運営されている。  










Star Hotel の CEO などの仕事を経験した。2002 年、彼はフォー24 を立ち上げた。自分
が学んだ知識や実際のベトナムのフランチャイズ展開の経験から、『フランチャイズ：フ
ランチャイズ・モデルと成功の秘訣』、『フランチャイズを導入する：ベトナム企業への新
しい機会』などフランチャイズビジネスに関する本を書いた。その 2 冊の本は、2005 年
と 2006 年に連続してベトナムで「ベストセラー」となった。この成功から、彼はオース
トラリアに本拠を置くフランチャイズ・エクセレンスのアジア太平洋センターの特別顧問
                                                   
105 Báo Thanh Niên, 2016 年 9 月 27 日付、NPR, 2007 年 3 月 20 日付、The Wall Street 





フォー24 を開業してから 9 年間後の 2012 年に、チュンはフォー24 を売却した。2013
年、『Bầu trời không chỉ có màu xanh（空は青いだけでなく）』という自伝を書いて、
Pho 24 の失敗と成功の話を記述した。その理由の 1 つは、「古い戦士が新しい装甲を必
要とする」ように、当時フォー24 の店舗システム全体が改造する必要であるが、財政的
な問題に直面したのである。フォー24 を売却した後、彼は家族とオーストラリアに移住
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